
1 

 

 

第３回サービス付き高齢者向け住宅に関する懇談会資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス付き高齢者向け住宅に関する懇談会 本年度の検討の進め方・論点 

 

○ 本年度は、高齢期の居住の場の選択の流れを俯瞰し、改修・住替え支援についての課題や、

その流れの中でのサービス付き高齢者向け住宅の位置づけ等を再確認することから検討を開

始 

○ 有識者・事業者等からなる基本問題ＷＧを２回、個別のヒアリングを複数回実施 

○ ＷＧの議論に向けて、居住の場の需給見込み等を整理（⇒資料２：P3～6） 

・ 基本問題ＷＧにて、今後の 65 歳以上の高齢者人口は緩やかに増加していくが、サービス付

き高齢者向け住宅の入居者に多い85歳以上人口は大都市部を中心に急増することを確認（⇒

資料２：P7・8） 

・ 住生活基本計画（H28.３ 閣議決定）における成果指標「令和７年に高齢者人口に対する高

齢者向け住宅の割合を４％とする」の達成状況は都道府県毎に各様であり、大都市部を中心

に更なる高齢者向け住宅の供給促進が求められる地域があることも確認（⇒資料２：P14・15） 

○ 高齢期の居住の場の選択の基本的な流れの整理により現状の問題点と課題を見える化し、早

めの改修・住替えが実現された場合の効用や、実現に向けた対応の方向を検討（⇒資料４） 

○ 併行して、現状のサービス付き高齢者向け住宅の立地特性の調査や、サービス付き高齢者向

け住宅入居者やプレ高齢者等を対象とした居住実態調査（⇒資料３）を実施 

○ これらを踏まえ、高齢期の居住の場の選択に向けた適切な支援の方向や、サービス付き高齢

者向け住宅整備のあり方等を検討（⇒資料４） 

・ 量的充足：住生活基本計画における成果指標の考え方（地域別の方向を含む）、 

供給促進のための支援 

・ 適切な選択の実現に向けた支援や情報発信 等 

 

【基本問題 WG での主な指摘】（⇒資料４） 

○ 成果指標の達成に向けて、サービス付き高齢者向け住宅の供給促進も重要なテーマとなるが、

費用負担等が課題（⇒資料２：P24・27） 

・ 現状の入居者は経済的にゆとりのある世帯が多いのではないか 

○ 今後の成果指標の達成をサービス付き高齢者向け住宅中心に進めるのであれば、入居に係る

費用がより低廉な居住の場の整備が必要では 

・ IoT による見守りや、住宅の維持管理業務との連携 等 

○ 量的充足に向けて、現行の制度の水準を下げて供給促進を図るか、SN 住宅等の他の住宅に対

するサービス導入を行うかは継続的な検討が必要 

○ 多様な選択肢の中から、適切に居住の場を選択できるような情報発信が必要 等

高齢期の居住の場と 

サービス付き高齢者向け住宅の 

現状・課題・対応の方向性 
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居住の場と選択の流れとサービス付き高齢者向け住宅の課題と対応の方向 

主な課題 対応の方向 

③早めの住替えの実現について 

A．住み替え先の選択肢は多様にあるため､適切な選択

が出来ているかが課題 
＜参照データ等＞ 

資料 2：P24・25 

資料 3：P10・11 

資料 4：P3・8・9 

 

B．身体弱化後の相談が多いため､介護系住宅・施設へ

の住替えが多い 

○この段階での相談が多いため、現状ではサービス付

き高齢者向け住宅入居者の年齢・要介護度も高い 

○多様なサービス付き高齢者向け住宅にミスマッチ

が発生（メディア等が指摘） 
＜参照データ等＞ 

資料 3：P12-14 

資料 4：P8・9 

 

 

①居住の場の選択・相談について 

A.高齢者の多くは、古い持ち家（戸建て）に居住している

が、現状では改修・住替えをワンストップで相談できる相

談窓口は少ない 

＜参照データ等＞ 

資料 2：P9-11 

資料 3：P4-6 

資料 4：P8・9 

 

B.現状では先送り・住み続け（成り行き任せ）が多い 

○早めの改修・住替えが実現していない 

○住宅・家財処分等も先送りの要因 
＜参照データ等＞ 

資料 3：P7-9 

資料 4：P8・9 

 

②早めの改修の実現について 

○介護等が必要になってからの住宅改修では、介護保

険の上限額（20 万円）以内の住宅改修が多い 
＜参照データ等＞ 

資料 2：Ｐ12、資料 4：P8・9 

 

④多様な居住の場の選択・相談 

A．相談窓口の整備拡充 

○多様な相談窓口の情報発信 

…どこにどのような窓口があるか 

…改修・住替え等の各窓口の特徴・得意

分野の比較・選択の支援 

…総合的な相談の専門家の育成 等 

＜参照データ等＞ 

資料 3：P15 

資料 4：P10-13 

 

B．改修・住替え判断の支援 

○改修・住替えのトータルコスト（イニ

シャル＋ランニング＋生活費）の比較

情報 等 

＜参照データ等＞ 

資料 3：P16-18 

資料 4：P10-13 

 

C．住替え時の住宅の流通促進支援 

○資産・家財の処分・活用の支援 

○改修した住宅を次の高齢者の生活の場

に流通させる仕組み 等 

＜参照データ等＞ 

資料 3：P19・20 

資料 4：P12・13 

 

D．適切な住替え先が選択できるための情

報発信 

○情報の表示基準・プラットホーム等の

整備 

○一般住宅と高齢者向け住宅の適切な比

較・選択 

○サービス付き高齢者向け住宅とそれ以

外の住宅の適切な比較・選択 

…多様なサービス付き高齢者向け住宅の

適切な比較・選択 

＜参照データ等＞ 

資料 3：P21 

資料 4：P12・13 

 

⑤住宅改修の促進 

住宅改修の推進支援 

○改修判断の支援…判断情報の提供（事例、コスト情報、補助等） 

○改修工事の支援…診断､設計､施工の各プロセス支援 等 
＜参照データ等＞ 

資料 2：P29・34･35・36  ／資料 4：P10・11  

 

 ⑥高齢者向け住宅のあり方の検討 

A.軽装備型の一般住宅、SN住宅等へのサービス提供 

 ⇒IoT による見守り等     

※SN 住宅との役割分担を含め、高齢者住宅の定義や供給目標（高齢者人口

の４％）等を再確認した上で、どの施策で対応していくか検討（⇒次頁） 
＜参照データ等＞ 

資料 2：P18    ／資料 3：P22   ／資料 4：P12・13  

 

B.住宅の維持管理業務との連携 ⇒人材育成やスキル拡充 

⑦現行のサービス付き高齢者向け住宅制度に対する指摘・論点 

A.基準の運用実態（整備・入居のボトルネックへの対応） 

○年齢要件(60 歳未満の親族同居など)／分散型の要件 等 

…柔軟な運営を行っている事例や行政の取組事例等の情報発信 等 

＜参照データ等＞ 

資料 2：P17 

 

B.新たなサービス付き高齢者向け住宅の方向（より良好なものへの誘導策） 

○食堂等の地域開放（運営方法の弾力化） 

○高齢者の社会関係性の再構築 …一般住宅や福祉施設等との併設（ごちゃまぜ型） 

…医療との連携による看取り対応の推進 

○地域に開かれた共用施設整備の支援 

○改修型や分散型の整備促進支援 等 

＜参照データ等＞ 

資料 2：P19・21･22･26･27･30・31・32・33・34 ／資料 3：P23・24    ／資料 4：P6・7・12・13  

 

C.適切な選択に資する情報発信 

…多様なサービス付き高齢者向け住宅の適切な比較・選択の表示基準の整備 

…優良なサービス付き高齢者向け住宅の表彰制度 等 

＜参照データ等＞ 

資料 4：P4・5・12・13  
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※高齢者の居住する持ち家の性能向上改（耐震・

バリアフリー化・断熱等）とサービス提供の組

合せも住替え先整備のピークヘッジ等に貢献 

対応②：範囲の拡大 

…高齢者向けマンションや公的賃貸住宅

など、一定のバリアフリー性能等が確

保された住宅に居住する高齢者にサー

ビス提供がなされているもの 

 

対応③：改修・サービス導

入による対応 

…改修（ストック活用）に

よる住宅性能の向上と

サービス提供の組合せ 

現状の高齢者向け住宅の考え方 
住宅の所有関係 持ち家 借家 

住宅性能（耐震・バリアフリー化等） NG OK OK 一部 OK NG 

サ
ー
ビ
ス 

なし（家族による対応等） 
 

 

    

生活支援サービス 

（高齢者の社会関係性の再構築含む） 

     

安否確認・見守

りサービス 

IoT など 
     

人的対応 
     

介護サービス（+医療）      

 
 

今後の高齢者向け住宅の量的充足のあり方 

住宅の所有関係 持ち家 借家 

住宅性能（耐震・バリアフリー化・省エネ化等） NG OK OK 一部 OK NG 

サ
ー
ビ
ス 

なし（家族による対応等） 
 

 

    

生活支援サービス 

（高齢者の社会関係性の再構築含む） 

     

安否確認・見守

りサービス 

IoT など 
     

人的対応 
     

介護サービス（+医療）      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般の賃貸住宅 一般の持ち家 

高齢者向け

マンション等 
住生活基本計画（H28 全国計画）で「高

齢者向け住宅」と定義されている住宅・

施設 

…サービス付き高齢者向け住宅／シ

ルバーハウジング／軽費老人ホー

ム／有料老人ホーム 

（安否確認はいずれも人的対応） 

目標：高齢者人口の 4％ 

 

高齢者向け優良賃貸住宅 

一般の賃貸住宅 一般の持ち家 高齢者向け優良賃貸住宅 

対応①：現在のまま供給 

⇒成果指標達成に向け供給促進 

…各地域の高齢化の状況や住

宅・施設の需給状況に応じた

対応が必要 

今後の高齢者向け住宅

の量的充足のあり方 

住生活基本計画（H28 全国計画）で「高

齢者向け住宅」と定義されている住宅・

施設 

…サービス付き高齢者向け住宅／シ

ルバーハウジング／軽費老人ホー

ム／有料老人ホーム 

（安否確認はいずれも人的対応） 

目標：高齢者人口の 4％ 

性能向上改修 

 ＆ 

サービス導入 

性能向上改修 

 ＆ 

サービス導入 

高齢者の受け皿となっている 

住宅・施設 

…公的賃貸住宅／SN 住宅／

救護施設、等 

高齢者向け

マンション等 

高齢者の受け皿となっている 

住宅・施設 

…公的賃貸住宅／SN 住宅／

救護施設、等 


